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１－１．水素社会実現に向けた対応の方向性
［水素・燃料電池戦略ロードマップ 201６年３月改訂］
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2020年

2030年

2040年

フェーズ１
燃料電池の利用拡大

2017年
業務・産業用燃料電池を
市場投入

～2020年代半ば
FCVの普及拡大を促進する
水素価格・車両価格の実
現

2030年
燃料電池自動車 80万台
エネファーム 530万台

フェーズ３
トータルでのＣＯ２フリー
水素供給システムの確立

2040年頃
CO2フリー水素供給システム
確立

フェーズ２
水素発電の本格導入／

大規模な水素供給システムの
確立

2020年代後半
海外からの水素供給システ
ム確立

2030年頃
水素発電の本格化

開発・実証の加速化
水素供給国との関係構築

水素供給体制の構築見
通しを踏まえた計画的な

開発・実証

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸで
水素の可能性
を世界に発信



１－２．水素・燃料電池戦略ロードマップ 改訂の内容

フェーズ１：水素利用の飛躍的拡大（現在～）

１．定置用燃料電池（エネファーム／業務・産業用燃料電池）
 エネファームの将来的な目標価格を明確化 ⇒ 2020年頃に自立的普及

■ PEFC（固体高分子形燃料電池）型：2019年までに80万円
■ SOFC（固体酸化物形燃料電池）型：2021年までに100万円

２．燃料電池自動車（FCV）
 普及台数目標を明示

■2020年までに4万台程度、2025年までに20万台程度、2030年までに80万台程度
 2025年頃に、より多くのユーザーに訴求するため、ボリュームゾーン向けの燃料電池自動車の投入を目指す。

３．水素ステーション
 整備目標を明示・自立化目標を明示

■2020年度までに160箇所程度、2025年度までに320箇所程度
※2030年時点のFCV普及台数目標に対し、標準的な水素供給能力を持つ水素ステーション換算で900基程度が必要。

■2020年代後半までに水素ステーション事業の自立化を目指す。
それ以降はFCVの普及に対応して十分なステーションを整備。

フェーズ２：水素発電の本格導入等（2020年代後半に実現）

４．水素発電
 2015年3月に取りまとめた水素発電検討会の報告書を反映し、記載を具体化。

フェーズ３：CO2フリー水素供給システムの確立（2040年頃に実現）

５．再生可能エネルギー由来水素の利活用
 導入に関する技術面・経済面の具体的課題についてＷＧを立ち上げ検討を行い、2016年度中に結論を得る旨を記載。
 改革2020プロジェクトや福島新エネ社会構想といった先進的取組の推進について記載。 3
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１－３．水素・燃料電池戦略協議会の概要とメンバー

 水素エネルギー利活用の促進に向けて、需要に見合った水素の安価・安定的な供
給のため、水素の「製造」「貯蔵・輸送」「利用」まで一気通貫したサプライチェーン構
築が重要。

 経済産業省に産学官からなる「水素・燃料電池戦略協議会」を平成２５年１２月に設置。

有賀 敬記 大陽日酸(株) 常務取締役
市江 正彦 (株)日本政策投資銀行 取締役常務執行役員
上羽 尚登 岩谷産業(株) 取締役副社長
内田 幸雄 JX日鉱日石エネルギー(株) 取締役副社長執行役員
小川 洋 福岡県知事
奥平 総一郎 トヨタ自動車(株) 専務役員
●柏木 孝夫 東京工業大学 特命教授
上地 崇夫 千代田化工建設(株) 常務執行役員
亀山 秀雄 (一社) 水素エネルギー協会 会長
北村 秀夫 (株)東芝 代表執行役副社長
久德 博文 大阪ガス(株) 代表取締役副社長執行役員
久米 雄二 電気事業連合会 専務理事
倉田 健児 (独) 新エネルギー・産業技術総合開発機構 副理事長
崎田 裕子 ジャーナリスト・環境カウンセラー

ＮＰＯ法人持続可能な社会をつくる元気ネット 理事長
佐々木 一成 九州大学 次世代燃料電池産学連携研究センター長
髙田 廣 川崎重工業(株) 代表取締役副社長
中尾 正文 旭化成(株) 取締役上席執行役員
中畔 邦雄 日産自動車(株) 執行役員
広瀬 道明 東京ガス(株) 代表取締役副社長執行役員
福尾 幸一 本田技研工業(株) 常務執行役員
馬渕 洋三郎 三菱重工業(株) 執行役員
吉田 守 パナソニック(株) 常務取締役
渡辺 政廣 山梨大学 燃料電池ナノ材料研究センター長

（※●：座長、五十音順）

【水素・燃料電池戦略協議会（委員）】 【水素サプライチェーンのイメージ】

油田・ガス田
随伴ガス 等

褐炭 等

再生可能
エネルギー
電力

液体水素
有機ハイドライド

パイプライン

高圧ガス水素

燃料電池自動車

分散型電源

水素ステーション

水素発電
etc

水
素

水
素

水
素

水
素

水
素

水
素



１．水素・燃料電池戦略ロードマップ

２．「水素」の特徴

３．水素の活用方法
①コージェネレーション（熱電併給）
②モビリティ
③水素発電・水素サプライチェーン

４．再エネの導入拡大と水素の活用

５．スマートコミュニティと水素

６．福島再エネ社会構想

5



２－１．水素の製造方法 ～さまざまな方法で作ることが可能～

再エネ→水の電気分解
（風力、太陽光等）

再生可能エネルギー等を
用いた水の電気分解によ
り水素を製造

エネルギー貯蔵手段として、
自然変動電源の変動や
余剰電力を吸収することが
可能

将来：再エネの活用

褐炭などの低品位炭、原
油・ガス田随伴ガスなどの
海外の未利用エネルギーか
ら水素を製造（将来的に
はCCS等のCO2排出を低
減する技術を活用）

未利用の副生水素を活用

将来:未利用エネの活用

化石燃料改質
（石油、天然ガス等）

 化石燃料を高温
で水蒸気と反応
させることで水素
を製造

現在：工業プロセスで既に実用化

未利用エネルギー
 苛性ソーダ等の製

造時に、副生物と
して水素が発生

 鉄鋼製造プロセス
のコークス精製時
に水素リッチな副
生ガスが発生

副生水素
（製鉄・化学等）

水素ステーション等で利用 6

 現在、水素は主に化石燃料由来。水素は利用段階ではCO2を排出しないため、中長期的には製
造段階のCO2フリー化を図り、トータルでCO2フリーなエネルギーとなることを目指す。



油田・ガス田
随伴ガス 等

褐炭 等

再生可能
エネルギー
電力

液体水素
有機ハイドライド

パイプライン

高圧ガス水素

燃料電池自動車
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２－２．水素の貯蔵・運搬のイメージ～高圧水素、液化水素、有機化合物など～
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２－３．水素エネルギー利活用の広がり ～多様な用途（発電、燃料など）～

 水素エネルギーの適用可能性は幅広く、既に市場投入がなされている家庭用燃料電池
や燃料電池自動車の他、様々な輸送分野や将来的には水素発電等に対応し得る。

産業ガス
従来

ロケット燃料

産業ガスや
特殊用途

将来 FCフォークリフト FCバス

FCスクーター水素ジェット航空機 ポータブルFC

水素発電・業務用FC

FC鉄道車両

多様な
用途

FC：燃料電池

水素エネルギー利活用の形態

現在

燃料電池自動車
（FCV）

家庭用燃料電池
（エネファーム）

2009年市販開始

エネルギー
利用本格化

2014年市販開始



２－４．家庭用燃料電池（エネファーム）普及の意義
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（出典）東芝燃料電池システム（株）ＨＰ

従来システムとエネファームの１次エネルギー利用効率の比較 導入メリット

 省エネルギー効果：14GJ／年・台
（20%の省エネ）

 CO2削減効果：1.3t／年・台
（CO2削減量約40%）
＝杉の木約100本の植林に相当

 光熱費削減効果：6～9万円／年1)

1) 戸建て住宅４人家族での想定

 系統負荷低減

 BCP対応 2)

2) 停電時に稼働するBCP対応モデルも販売

 需要家側において電気化学反応からエネルギーを取り出すエネファームは、高い総合エネルギー効
率により、①省エネルギー、②CO2削減、③系統負荷低減等に資する。

 高い初期導入コストをランニングメリットで回収できるかが普及の課題。

http://www.toshiba.co.jp/product/fc/products/


（参考）燃料電池の効率性

 火力発電など、内燃機関による従来発電が累次のエネルギー変換を経て発電を行うのに対し、燃
料電池は水素と酸素の化学反応から直接エネルギーを得ることが可能であり高効率。

燃料電池は化学反応から直接電気を取り出すため損失が少ない

［出典］NEDO

特に小さな出力規模帯においては、燃料電池の発電効率が高い 10
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２－５．水素エネルギー利活用の意義

多様な一次エネルギーからの製造、あらゆる形態での輸送・貯蔵が可能な水素は、従来
の二次エネルギー構造を大きく変革するポテンシャルを有する。

多岐にわたる分野において水素の利活用を抜本的に拡大することで、①大幅な省エネル
ギー、②エネルギーセキュリティの向上、③環境負荷低減に大きく貢献できる可能性が
ある（3E + S）。

省エネルギー

• 燃料電池の活用によって高効率のエネルギー利
用が可能。

エネルギーセキュリティ

• 水素は、副生水素、原油随伴ガス、褐炭といった未
利用エネルギーや、再エネを含む多様な一次エネル
ギー源から様々な方法で製造が可能。

• 地政学的リスクの低い地域からの調達や再エネ活用
によるエネルギー自給率向上につながる可能性

環境負荷低減

• 水素は利用段階でＣＯ２を排出しない。
• さらに、水素の製造時にＣＣＳ（二酸化炭素回

収・貯留技術）を組み合わせ、又は再エネを活
用することで、トータルでのＣＯ２フリー化が可能

産業振興

• 日本の燃料電池分野の特許出願件数は世界一位
である等、日本が強い競争力を持つ分野。

水素エネルギー利活用の意義



１．水素・燃料電池戦略ロードマップ

２．「水素」の特徴

３．水素の活用方法
①定置用燃料電池
②モビリティ
③水素発電・水素サプライチェーン

４．再エネの導入拡大と水素の活用

５．スマートコミュニティと水素

６．福島再エネ社会構想



３－①－１．家庭用燃料電池（エネファーム）の普及・拡大

 家庭用燃料電池（エネファーム）は、都市ガスやＬＰガスから取り出した水素で発電を行い、その際に発生す
る熱も給湯等に有効活用できる機器。

 燃焼反応ではなく電気化学反応により発電するため高エネルギー効率、省エネルギー性能を実現（発電効率
40%、総合エネルギー効率95%）。

家庭用燃料電池
（エネファーム）

【フェーズ１】

家庭用燃料電池の仕組み
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３－①－２．エネファームの将来的な目標価格の設定
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 家庭用燃料電池（エネファーム）について、早期に市場を自立化し、2020年に140万台、2030年に530
万台を普及させる。

 家庭用燃料電池のエンドユーザーの負担額（設置工事費込み）については、2020年に7、8年で投資回収
可能な金額を、2030年に5年で投資回収可能な金額を目指す。具体的には、PEFC（固体高分子形燃
料電池）型標準機について2019年までに80万円、SOFC（固体酸化物形燃料電池）型標準機につい
て2021年までに100万円を実現する。これらにより、2020年頃に自立化を目指す。

エネファームの価格・台数の推移 目標とするエンドユーザー負担額

［出典］資源エネルギー庁作成
［出典］資源エネルギー庁作成
※2016年度は7月末時点交付申請ベース

【フェーズ１】
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３－①－３．エネファームの普及拡大に向けたアクションプラン［概要］

 エネファームの普及に向け、関係者がそれぞれの役割を明確化した上で、必要な取組を進めて行くことが必要。

 当該取組の推進により、価格の低減のみならず、新規市場の開拓やユーザー利便性の向上につなげていく。

15

［出典］日本ガス協会ホームページ等から野村総合研究所作成

【フェーズ１】



３－①－４．家庭用燃料電池の対象ユーザーの拡大

【家庭用燃料電池のユーザーの現状】 【マンション向けエネファーム】

［出典］パナソニック

２０１４年４月に発売された
マンション向けエネファーム

16※補助金交付決定ベース（期間：2009年～2016年1月）

 現在、家庭用燃料電池が対象としている主なユーザーは、大都市を中心とする都市ガス使用地域における戸建
住宅のユーザー。

 戸建住宅と集合住宅の比率は、住居形態として集合住宅が4割を占めるにもかかわらず、集合住宅への設置は
ほとんど行われていないことから、集合住宅のユーザーへの拡大が重要。

【フェーズ１】



業務・産業用SOFC機器の開発・実証状況

メーカー
デンソー 三浦工業 富士電機 日立造船

三菱日立ﾊﾟﾜｰ
ｼｽﾃﾑｽ(MHPS)

（参考）
Bloom Energy

実証機 商用機

外観

出力 5kW 5kW 20kW 50kW 250kW 200kW

タイプ コジェネ検討中 コジェネ コジェネ検討中 コジェネ コジェネ モノジェネ

発電効率
（目標値）

50％ 50% 50％ 50％ 55%
50-60％

（実績値）

総合効率
（目標値）

（検討中） 90% （検討中） 80％
73%(温水)
65%(蒸気)

－

主要想定需要家
理美容院、小規模店舗

ファミレス
スポーツジム、福祉施設

病院、小規模ビル
データセンター

大規模ビル・ホテル

３－①－５．業務・産業用燃料電池の普及・拡大

 業務・産業用燃料電池については、2017 年に発電効率が比較的高いSOFC（固体酸化物形
燃料電池）型の市場投入を目指すことがロードマップに記載されている。

 複数機種において実証等が順調に進められており、ロードマップの目標通り、2017年に一部の機
種が市場投入される見通し。

【フェーズ１】
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［出典］トヨタ自動車ホームページ

2015年10月、トヨタ自動車は、2020年頃以降の燃料電池自動車の販売
見込みを、グローバルで３万台以上と発表。

今後の市場投入見込み台数
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３－②－１．燃料電池自動車（FCV）の普及拡大

（台）

燃料電池自動車の市場投入

本田技研工業

＜2016.3＞
 燃料電池自動車「CLARITY FUEL 

CELL」を販売開始予定
（税込価格766万円）

トヨタ自動車

＜2014.12.15＞
 燃料電池自動車「MIRAI」を販売

開始（税込価格723.6万円）

＜2015.1.6＞
 燃料電池自動車等に関する特許実

施権（約5,680件）の無償提供を
発表

その他メーカー

 日産自動車・ダイムラー・フォードは、2017年に向けて共同開
発に合意。

 ＢＭＷは、2020年に向けてトヨタと共同開発に合意。
 ＧＭは、2020年に向けてホンダと共同開発に合意。
 現代自動車は、2014年6月から一般リース販売。

 燃料電池自動車（FCV：Fuel Cell Vehicle）は水素を燃料とし、航続距離や燃料補給時間でガソリン車と
同程度の機能を持つ次世代自動車。

 現在、国内で２車種が市場投入済みであり、コスト低減に向けた技術開発等が進められている。

【フェーズ１】
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３－②－２．燃料電池自動車（FCV）普及の意義

79

14

78

147

132

95

0 20 40 60 80 100 120 140 160

FCV

（オンサイト都市ガス改質）

FCV

（オンサイト太陽光アルカリ水電

解）

FCV

（オフサイト天然ガス改質）

ガソリン車

ディーゼル車

ハイブリッド

CO2排出量（Well to Wheel JC08モード）
g-CO2/km

出典：「総合効率とGHG 排出の分析報告書」（財団法人 日本自動車研究
所、平成23年3月）

運輸
23.2%民生

33.5%

産業
43.3%

出典：総合エネルギー統計より作成

最終エネルギー消費の部門別内訳
（2012年度）

我が国の原油・石油製品供給に対する自動
車部門の消費割合（2012年度）

発電
18.3%

民生
14.1%

運輸（自動
車以外）

2.1%

自動車
33.2%

産業
28.2%

その他
4.2%

 

鉄道
2.2%

自動車
89.1%

船舶
4.6%

航空
4.1%

 

石油製品
97.8%

都市ガス
0.1%

電力
2.0%

運輸部門の構成比 自動車の燃料比率

輸送部門のエネルギー消費の現状 Well to Wheel のCO2排出量の比較

Ｆ
Ｃ
Ｖ

【フェーズ１】



21

３－②－３．ＦＣＶの普及台数目標を設定（ロードマップ）

 ＦＣＶ（ストックベース）について、2020年までに4万台程度、2025年までに20万台程度、2030年まで
に80万台程度の普及を目指す。

→2025年頃に、より多くのユーザーに訴求するため、ボリュームゾーン向けの燃料電池自動車の投入を目指す。

40,000 

200,000 

800,000 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

2020年 2025年 2030年

普及台数

（台）

普及台数目標の設定 （参考）新車購入価格分布

ボリュームゾーン向けの燃料電池自動車の投入

［出典］資源エネルギー庁作成
［出典］人とくるまのテクノロジー展2015 講演資料

（Roland  Berger）

【フェーズ１】
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３－②－４．（参考）ハイブリッド自動車の普及状況
 ハイブリッド自動車は、1997年に市場投入され、初年度の販売台数は約3,400台、販売価格は約215万。
 1998年から1台当たり約25万円の購入補助を開始。販売台数は約２万台を突破。
 普及台数の拡大に伴い補助金は順次縮小し、2006年度で補助終了。
 HV導入から17年目となる2013年度の販売台数は約100万台。普及台数は約387万台に上る。

A社の
HV

（参考）

価格
（万円）

215 215 215 236 218 218 215 215 227 227 227 233 205 205 217 217 217

補助上限
額（万円）

- 25 25 25 25 24 21 21 19 10 - - - - - - -

備考
初代販
売開始

ＣＥＶ補
助開始

MC FC MC
CEV
補助終
了

FC MC

（年度）

※ＭＣ:モデルチェンジ ＦＣ:フルモデルチェンジ

387

285

203

141

98

54433426

102
86

63
4545

11
996



３－②－５．燃料電池自動車の低コスト化に向けたアクションプラン

 FCVの普及を進めるためには、ロードマップ目標に従い、一層の低コスト化を図ることが必要。

 具体的には、FCVの燃料電池システムのコストを低減し、2025年頃には、同車格のハイブリッド車同等の価
格競争力を有する車両価格の実現を目指すための具体的な取り組みが必要。

［出典］トヨタ自動車資料、各社からのヒアリングにより資源エネルギー庁作成

コスト低減に向けた具体的な取組（例）

取組項目（例）

 ＦＣスタック電極部に使用される白金量の低減・代替
（耐久性との両立）

 ＦＣスタック電解質膜の薄膜化（耐久性との両立）
 電圧コントロール部品やモーター、モーター制御部品、

２次電池のハイブリッド車との共用化
 水素タンクに使用される炭素繊維の使用量削減（安

全性、耐久性との両立）
 各部品における一般汎用材料の活用、生産時間の

短縮（品質保証との両立）、大量生産プロセスの確
立（品質保証との両立）、小型化・簡素化（廃
止）への取組

23
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３－②－６．その他のモビリティへの活用拡大①
～バス、フォークリフトなど～

燃料電池バスの実証 燃料電池フォークリフトの実証 燃料電池ゴミ収集車の実証

 都内道路環境における走行性能を検証
するための走行実証

 外部電源供給システム公開給電実証
 実証期間：平成27年7月

 高い環境性能と経済性を両立する燃料
電池フォークリフトの実用化モデルの開発

 長距離の高圧水素配管と半屋内ディスペ
ンサーでの実証

 実証期間：平成26年度～平成28年度

 ゴミ収集車に特化した車両性能及び実用
性をもつ車両の開発

 東京オリンピック・パラリンピックでの活用も
視野に入れ、燃料電池ゴミ収集車の製品
化を目指す

 実証期間：平成27年度～平成29年度

【燃料電池バス】
【燃料電池フォークリフト】 【燃料電池ゴミ収集車イメージ】

［出典］トヨタ自動車 ［出典］豊田自動織機 ［出典］環境省

24
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燃料電池船の実証

［出典］国土交通省資料等を基に資源エネルギー庁作成［出典］環境省資料等を基に資源エネルギー庁作成

【環境省事業】

 環境省の「CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証
事業」の一環となる「小型船舶の低炭素化（燃料電池）の技
術開発・実証により実施

 長崎県五島市の椛島沖に設置された浮体式洋上風力発電の
余剰電力で生成した水素を活用し、燃料電池を搭載した小型
船舶を航行

 漁船などへの水平展開を図ることを目的としている。

【国土交通省事業】

 国土交通省の「水素社会実現に向けた安全対策」事業とし
て、燃料電池船の安全ガイドライン策定のための調査を実施
し、必要な環境整備を行う。

 具体的方策としては、水素燃料電池船の安全面に係る技術
的課題（塩害対策等）を整理し、その成果を踏まえて安全ガ
イドラインを策定する。
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３－②－７．その他のモビリティへの活用拡大② ～燃料電池船～

【フェーズ１】



北部九州圏：11箇所

首都圏：40箇所

関西圏：12箇所

中京圏：22箇所

全国93箇所（開所：78箇所）
※平成28年8月末現在 幹線沿等：8箇所

３－②－８．水素ステーションの整備

 FCVの普及に先行し、インフラ（水素ステーション）の整備を実施。４大都市圏を中心に現在までに9３箇所の
整備が進められており、このうち78箇所が既に営業を開始している（2016年８月末現在）。

 中期的には、四大都市圏の周辺部や地方中核都市等に整備を広げ、フロンティアを戦略的に開拓していく。

【フェーズ１】
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３－②－９．水素ステーションの主要設備

ディスペンサ
（水素注入）

圧縮機
（高圧化）

水素製造装置
（水素を作る）

蓄圧器
（一時貯蔵）

燃料電池自動車／バス

プレクーラ
（冷却）

水素製造装置 圧縮機 蓄圧器 プレクーラ ディスペンサ

都市ガス等から水素を
製造する装置。水素ス
テーション外から水素を
運搬してくるオフサイト型
には設置しない。

気体の水素を高圧に
圧縮する装置。７０
０～８００気圧程度
まで圧縮する。

圧縮機により圧縮した
水素ガスを一時的に貯
蔵する容器。

水素充填時に、燃料
電池自動車の水素タン
クの温度上昇を抑制す
るため、あらかじめ水素
を冷却する装置。

燃料電池自動車へ高
圧水素を充填する装置。
効率良く安全に充填す
るため、ノズル装着後は
全自動で充填を行う。

水素ステーション

オフサイト水素ステーション

オンサイト水素ステーション

三菱化工機 サムテック神戸製鋼所 ＪＸ日鉱日石エネルギー、
神戸製鋼所 日立オートモティブ

システムズメジャメント

オフサイト：水素ステーション外部から水素を輸送
オンサイト：水素ステーション内部にて水素を製造

液化水素ローリー／トレーラー等

【フェーズ１】



３－②－１０．水素ステーションの整備目標を設定（ロードマップ）

 2015年度末時点の水素ＳＴ箇所数を2020年度までに倍増（160箇所程度）、2025年度までにさら
に倍増（320箇所程度）させる。

水素ステーションの整備目標

 なお、上記の水素ステーションに係る目標とは別に、地域に存在する再生可能エネルギー源の活用により、よりCO2排出削減に寄与する再生可能エネル
ギー由来の水素ステーション（比較的規模の小さいもの）については、2020年度までに100箇所程度の設置を目指す 。

（箇所数）

［出典］資源エネルギー庁作成

80 

160 

320 

0

50

100

150

200

250

300

350

2015年度 2020年度 2025年度 2030年度

整備箇所数

2020年代後半の水素ＳＴ自
立化以降は、水素需要の伸び
に合わせ、適切に水素ＳＴを整
備していく。

900基程度

 2030年時点における必要な水素
ＳＴ数は、１基300Nm3/hの水
素供給能力で換算すると、およそ
900基

 実際には、水素ＳＴの供給能力
は300Nm3/hに限られないことか
ら、箇所数と基数は異なる。
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３－②－１１．水素ステーションの自立化に向けた道筋［目指すべき水素STの整備費・運営費］

 欧米では、水素STの整備費について1.7億円～2.2億円程度、運営費について1,500万円程度という調査
結果。※材料・保安規制の違いの他、水素STの規模・仕様の違いもあり、単純比較は困難である点に留意。

 水素ST運営事業をビジネスとして成立させ、STの整備を一層加速させるため、2025年頃までに、整備費・
運営費を欧米と遜色ないレベルに引き下げることを目指す。

自立化のために目指すべき水素STの整備費・運営費

 整備費・運営費について、2020年頃までに導入初期と
の比較で半減させ、2025年頃までには、現在日本よりも
コストが低いと言われる欧米のステーションと遜色のない水
準まで低減させる 。構成機器メーカーは、欧米の構成機
器メーカーと競争力を有する機器費の実現を目指す。

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

整
備

費
[億

円
]

FY15 FY20 FY25 FY30

運
営

費
[万

円
]

整備費

運営費

欧米並み

水素ST整備費・運営費の推移（イメージ）

［出典］資源エネルギー庁作成
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赤字：措置又は検討済みのもの 黒字：検討中

３－②－１２．水素ステーションに係る更なる規制の見直し（18項目）

 規制改革実施計画（2015年6月30日閣議決定）に、水素ステーションの都心部等への整備
拡大及びコスト低減の推進のために必要な18項目が盛り込まれた。

【フェーズ１】

輸送の規制

● 水素トレーラー用容器の簡略な固定方法の追加

立地の規制

● 市街化調整区域への設置基準
（第一種製造者）
● 市街化調整区域への設置基準
（第二種製造者）

● 同一仕様の蓄圧器に関する製造検査の簡略化
● 国内外の防爆基準の整合促進

その他の規制

運営の規制

● セルフ充填の許容
● 改質器に係るばい煙規制の緩和
● 検査充填容器の取扱見直し

● 使用可能鋼材の拡大（海外規格等）

材料の規制

距離の規制

● 障壁の見直し及び離隔距離短縮のための代替措置の許容

機器の規制

● 機器をパッケージ化するための規制見直し
● 液化水素ポンプの基準整備

30



３－②－１３．水素ステーションの整備費・運営費の低減のための取組

 整備費・運営費の低減目標を達成するためには、コスト高の要因となっている課題について精緻に把握し、そ
れを解決していく方策について検討の上、必要な取組を着実に推進していくことが必要。

 一方、そのためには、インフラ事業者・機器メーカー・ＦＣＶメーカーのそれぞれの知見を活用することが有益で
あるため、事業者間の協力のもとに、取組が推進されることが必要。

項目 整備費 運営費

規制
関連

・海外規格材料及び同等材の使用可能化
→ 水素脆化に対する安全性評価を踏まえた海外規格材料
及び同等材を例示基準等へ追加し、安価な材料の使用が可
能になることによるコスト低減。

・障壁の基準見直し
→ 同等の安全性を確保する方法を例示基準等に追加し、
安価な代替措置が採用可能になることによるコスト低減。

・セルフ充填の実現
→ セルフ充填を可能とすることによる人件費の低減。

・保安検査の合理化
→ 安全性を検証し、合理的段階で保安検査の周
期を見直すことによる、検査費用の低減。

技術開発
関連

・フープラップ式複合圧力容器の開発
→ 高価な炭素繊維の使用量が削減可能な複合圧力容器
の開発によるコスト低減。

・パッケージ方式の採用
→ 機器のパッケージ化により規格化が進むことによる機器単
価の低減や施工面積の縮小、工事の効率化によるコスト低減。

・消耗品の長寿命化
→ より耐久性の高いホースを技術開発・実用化する
ことによる消耗品費用の低減。

・品質・計量試験の効率化
→ 新たな検証試験方法による試験費用の低減。

その他
・水素ステーション補助金の複数年度事業化
→ 事業を複数年度化することにより、工事や機器発注等の
平準化によるコスト低減。

・構成機器に係るメンテナンス
→ 機器の信頼性の向上・検証を行い、メンテナンス
周期を見直すことによるメンテナンス費用の低減。
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１．水素・燃料電池戦略ロードマップ

２．「水素」の特徴

３．水素の活用方法
①定置用燃料電池
②モビリティ
③水素発電・水素サプライチェーン

４．再エネの導入拡大と水素の活用

５．スマートコミュニティと水素

６．福島再エネ社会構想
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３－③－１．未利用エネルギー由来水素サプライチェーンのイメージ

ガス化
水蒸気改質 等

水素の製造

水素の精製

褐炭
副生
水素

随伴
ガス

海外の水素源

水素キャリアへの変換

MCH

液化水素

水素

液化

トルエンと
化合

水素の製造
水素キャリアへの変換

CH３

水素キャリアの輸送 水素キャリアの貯蔵 水素の取出し

液化水素

液化水素船の開発が必要 技術確立済み液化水素タンクの大規模
化、ボイルオフ低減が必要

水素を－253℃まで冷却することで液化
⇒ 常圧水素の1/800に圧縮可

水
素
利
用

水素
発電

燃料
電池

工業
ガス

等技術確立済み

・常温・常圧での輸送
→ケミカルタンカー利用

有機
ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞ

技術確立済み

・常温・常圧での貯蔵
→石油タンク等利用

脱水素設備の大規模化、
脱水素高効率化が必要

水素をトルエンと化合させ、メチルシクロヘキサンに
⇒ 常圧水素の1/500に圧縮可

【フェーズ２】

2030年には22.7億Nm3の水素を輸送
⇒650MWの水素発電所１基に相当
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３－③－２．水素サプライチェーン構築

 海外の未利用エネルギー等を水素に変換し、大量輸送するサプライチェーンの構築に向け、
NEDOにおいて２つの実証プロジェクトを実施中。

 褐炭由来水素の液化輸送サプライチェーン構築実証

 有機ハイドライド法による水素サプライチェーン構築実証

褐炭ガス化技術 ガス精製プラント 水素液化・荷役基地

O2

液化水素
荷役技術

CO2

水素利用

２

３

液化水素
輸送技術

１

① 褐炭ガス化技術の開発及び褐炭
ガス化炉オペレーション技術の開発

② 液化水素の長距離大量輸送技
術の開発及び輸送用タンクオペ
レーション技術の開発

③ 液化水素の荷役技術の開発及び
荷役基地オペレーション技術の開
発

液化水素サプライチェーン構築事業

褐炭

水素 水素

水素化 脱水素

メチルシクロ
ヘキサン

トルエン

CH3

CH3

１ 2

3

貯蔵貯蔵

有機ハイドライド水素サプライチェーン構築事業

① 水素化プラント：反応器スケールアップ検討 等

② 脱水素プラント：反応器スケールアップ検討、脱水
素プラントの負荷追従性向上策検討 等

③ サプライチェーン全体：商用トルエンを用いたデモプ
ラント運転検証、チェーンオペレーションと設備の最
適化検討 等

【フェーズ２】
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３－③－３．水素発電実証

 将来における水素利用アプリケーションとして、水素発電を想定し、NEDOにおいて水素発電に関
する２つの実証プロジェクトを実施中。

 1MW級水素コージェネレーションシステムを活用した天然ガス・水素混焼実証

 500MW級既存LNG火力発電における水素混焼を前提とした燃焼器の開発・実証

水素混焼コージェネレーション技術開発

水素CGS

熱電併給イメージ

大規模水素混焼実証（燃焼器開発）

設計・シミュレーション 要素燃焼試験

発電設備詳細設計(500MW級)

統合型EMS

【フェーズ２】
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３－③－４．Power to Gas技術実証（28年度～）

 再生可能エネルギーの大量導入に伴い、系統の空き容量や調整力の不足等の課題が顕在化。

 こうした問題への対策として、近年、電力を水素に変換することでエネルギーを大規模・長期に貯蔵する
Power to Gas技術が注目されており、ドイツ等においては多くの実証が進められている。

 蓄エネルギーや調整力として活用するためには、エネルギー変換効率や応答性・耐久性の向上に加え、大規
模化・低コスト化に向けた技術開発が不可欠。

再生可能エネルギー

不安定電力
（余剰電力）

水電解

Power to Gasのイメージ

電力グリッド

安定電力
（系統受入可能分）

水素ステーション

燃料電池
コジェネ

水素発電

ドイツにおける実証状況
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【参考】未利用エネルギーのポテンシャル（褐炭埋蔵量の例）

出典：WEC, “Survey of Energy Resources 201３”より作成

100%
南アフリカ(302億t)

その他アフリカ(17億t)

87%
10%

46%
USA(2372億t)

41%

13%
カナダ(66億t)

53%
34%

13%

コロンビア(67億t)

100%

その他南米 (79億t)
93%

7%

中国(1145億t)

54%
30%

16%

インドネシア(280億t)

100% その他アジア(540億t)

46%52%

インド (606億t)

93%

7%

ロシア (1570億t)

31%

7%

62%

ヨーロッパ(1076億t)

16%

20%

64%

豪州(764億t)

48%49%

3%

瀝青炭
・無煙炭

亜瀝青炭

褐炭

豪州（ビクトリア州）褐炭可採埋蔵量：

約2,000億t（ビクトリア州政府推計）
⇒ 日本の総発電量の約240年分

世界における石炭可採埋蔵量



１．水素・燃料電池戦略ロードマップ

２．「水素」の特徴

３．水素の活用方法
①定置用燃料電池
②モビリティ
③水素発電・水素サプライチェーン

４．再エネの導入拡大と水素の活用

５．スマートコミュニティと水素

６．福島再エネ社会構想



再エネ(水力除く), 23.0 再エネ(水力除く), 25.9 

再エネ(水力除く), 17.6 

再エネ(水力除く), 5.1 再エネ(水力除く), 6.9 再エネ(水力除く), 4.4

水力, 3.2 

水力, 14.3 

水力, 1.8 

水力, 10.9 水力, 6.1 水力, 8.4

原子力, 16.0 
原子力, 20.9 原子力, 19.2 

原子力, 78.3 

原子力, 19.3 

原子力, 0 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

ドイツ スペイン イギリス フランス アメリカ 日本

（発
電
電
力
量
に
占
め
る
割
合
）

主要再エネ
※水力除く 風力9.2％ 風力19.2％ 風力9.5％ 風力3.1％ 風力4.2％ 太陽光1.9％

目標年 2030年 2020年 2020年 2030年 2035年 2030年

再エネ導入

目標比率
50％以上

総電力比率

40％
総電力比率

31％
総電力比率

40％
総電力比率

80％
クリーンエネルギー

（原発含む）総電力比率

22～24％
総電力比率

火力（石油・
石炭・天然ガス等）
57.8

再エネ
26.2%

火力（石油・
石炭・天然ガス等）
38.9

再エネ
40.1%

火力（石油・
石炭・天然ガス等）
61.4 火力（石油・

石炭・天然ガス等）
67.8

再エネ
12.9%

火力（石油・
石炭・天然ガス等）
87.2

再エネ
12.8%

再エネ
19.4%

再エネ
16.1%

ドイツ(2014年) スペイン(2014年) イギリス(2014年) フランス(2014年) アメリカ(2014年) 日本(2014年)

４－１．主要国の再生可能エネルギーの発電比率
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 エネルギーミックス（再エネ22－24％）を目指し、最大限の導入に取り組むことが必要。

４－２．長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）

２０３０年度

ベースロード比率
：５６％程度

水力 8.8
～9.2％程度

風力 1.7％程度

地熱 1.０
～1.１％程度

太陽光
7.0％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
3.７～4.６％程度

１０，６５０億kWh（電力需要＋送配電ロス等）

＜電源構成＞

２０１０年度

火力全体：６５％
ＬＮＧ ２９％
石油 １０％
石炭 ２６％

原子力 ２５％

再エネ １０％

２０１３年度

火力全体：８７％
ＬＮＧ ４０％
石油 １６％
石炭 ３１％

再エネ １２％

原子力 １％

原子力
２２～２０％程度

火力全体：５６％程度
ＬＮＧ ２７％程度
石油 ３％程度
石炭 ２６％程度

再エネ
２２～２４％程度

現状[A]
（２０１４年度）

ミックスの水準[B]
（２０３０年度）

B/A
(最大)

太陽
光

2371万kW

（2.0%）

6400万kW

（7.0％）
約2.7倍

風力
293万kW

（0.5%）

1000万kW

（1.7％）
約3.4倍

地熱
52万kW

（0.2%）

140～155万kW

（1.0～1.1％）
約1.2倍

水力
4799万kW

（8.4%）

4847～4931万kW

（8.8～9.2％）
約3.0倍

バイオ
マス

254万kW

（1.7%）

602～728万kW

（3.7～4.6％）
約2.9倍
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４－３．再生可能エネルギー導入拡大と国民負担

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2030年度

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

2003200420052006200720082009201020112012201320142015

太陽光 風力

バイオマス 地熱

中小水力

余剰電力買取制度固定価格買取制度

ＲＰＳ制度

万ｋＷ

年平均伸び率
5%

年平均伸び率
9%

【再生可能エネルギー設備容量の推移】

年平均伸び率29％

固定価格買取制度導入後の賦課金等の推移

買取費用

（賦課金）

約2500億円

約4800億円

約9000億円

約2兆3000億円

(約1300億円)

(約3300億円)
(約6500億円)

(約1兆8000億円)

約1兆8400億円

(約1兆3200億円)

賦課金
単価

0.22
円/kWh

1.58
円/kWh

0.35
円/kWh

0.75
円/kWh

2.25
円/kWh

エネルギーミックス
における

FIT買取費用
3.7兆円～4.0兆円

(66円/月)
標準家庭
月額負担額

(105円/月)(225円/月) (474円/月) (675円/月)

 2012年7月の固定価格買取制度開始後、再エネ導入量が約2.5倍に拡大。

 他方、国民負担が増大。2016年度の賦課金総額は約1.8兆円、標準家庭で675円/月（8,100
円/年）
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４－４．再生可能エネルギー導入拡大と国民負担
 ドイツは従来風力・バイオマスが中心であり、直近5年強では太陽光発電の導入が急速に拡大。
15年間で約4.5倍に。

 スペインは従来風力が中心であり、2007年以降は太陽光が急速に導入拡大。10年間で約3.5倍に。

0.25 0.32 0.47 0.49 0.70 0.91 1.15 1.33 1.51 
1.72 

2.66 

4.59 4.67 

6.86 

8.11 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

1,750

2000

年

01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年 13年 14年

水力 風力 太陽 バイオマス 地熱 賦課金単価

11.34 11.51 11.70 12.22 13.05 
14.61 

16.82 
18.42 

20.76 

22.96 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0

250

500

750

1,000

04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年 13年

水力 風力 太陽 バイオマス 電気料金単価

ドイツにおける制度見直しにおける課題

 2004年の太陽光発電の買取価格の引き上げに伴う急増を背

景としてＦＩＴ賦課金が急騰し、2014年以降は一般家庭の

負担額が年3万円超の状況。

再生可能エネルギーの出力抑制の損失補償が増加。また、

バックアップのための火力発電の稼働率が低下し、業界から

は赤字補填を要請する事態が生じている。

再エネ目標の実現に向け､送配電網整備の遅れが深刻な課題｡

 750kW以上の太陽光・陸上/洋上風力・150kW以上のバイオ

マスについては、2017年4月より入札制度に移行

ドイツにおけるＦＩＴ賦課金の推移と
主な制度改正履歴

スペインにおける家庭用電気料金の推移
と主な制度改正履歴

出典）欧州統計局（Eurostat）出典）ドイツ連邦経済・エネルギー省

スペインにおける制度見直しにおける課題
 2007年の太陽光発電の買取価格の大幅な引き上げに伴い、
太陽光急増等によるＦＩＴ負担が増加する一方、電力料金の
徴収不足が続き、累積赤字が拡大。

 2013年7月に既存設備も含めてＦＩＴ制度を廃止したが、累
積赤字の債務が残っているため､電気料金は当面下がらない｡

賦課金単価
（円/kWh）

※1ユーロ＝130円換算

電気料金単価
（円/kWh）

※1ユーロ＝130円換算

2013年7月：
・固定価格買
取制度を撤廃2008年：

・太陽光発電の買取
価格を緊急引き下げ
・設備認定の年間上
限枠を設定

2007年：
・太陽光発電の
買取価格を大幅
に引き上げ

2014年8月：
地上設置型太陽光
は入札制に移行2004年8月：

・新規太陽光
発電の買取価
格を引き上げ

2012年4月：
・太陽光について
買取対象容量の上
限（52GW）を設
定

発電量
（億kWh）

発電量
（億kWh）

27.8%

6.2%

再エネ発
電比率

再エネ発
電比率

19.0%

36.4%
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太陽光に偏った導入
 太陽光発電の認定量が約9割

 未稼働の太陽光案件（31万件）

1．新認定制度の創設
 未稼働案件の排除と、新たな未稼働案

件発生を防止する仕組み

 適切な事業実施を確保する仕組み

２．コスト効率的な導入
 大規模太陽光発電の入札制度

 中長期的な買取価格目標の設定

３．リードタイムの長い電
源の導入
 地熱・風力・水力等の電源の導入拡大を後

押しするため、複数年買取価格を予め提示

顕在化してきた課題

改正FIT法：２０１６年５月成立、２０１７年４月施行

2012年７月 固定価格買取制度開始
（制度開始後３年半で導入量が2.5倍に増加）

再エネ最大限の導入と国民負担抑制の両立
エネルギーミックス：22～24％の達成に向けて（2030年）

４．減免制度の見直し
 国際競争力維持・強化、省エネ努力

の確認等による減免率の見直し

５．送配電買取への移行
 ＦＩＴ電気の買取義務者を小売事
業者から送配電事業者に変更

 電力の広域融通により導入拡大

国民負担の増大
 買取費用は2016年度に約2.3兆円

 ミックスでは2030年に3.7～4.0兆円を
想定

電力システム改革
 小売自由化や広域融通とバランスを取った

仕組み
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４－５．FIT制度（固定価格買取制度）の見直し



１.ＦＩＴ制度の適切な運用 ２.系統問題への取組み ３.規制・制度改革

○未稼働案件の解消
・新認定制度に切り換え
未稼働案件(31万件)を一掃

・併せて、適切な事業運営を
チェック

○コストの低減
・太陽光・風力等の価格改定
・大規模太陽光の入札制度導入

○減免制度の適格な運用
・国際競争力維持・強化
省エネ努力との整合性をチェック

○ローカルな系統制約
・発電地点で送電網に
「つなげない」問題
（情報公開・費用負担ルール等）

○エリア全体での電力の余剰
・「需要＜供給」となる場合への
対応
（広域融通・出力制御）

○変動電源対策
・太陽光・風力の変動に伴う
バックアップ問題

○これまでも関係省庁に働きかけ、
規制・制度の見直しを推進

・アセス法 期間短縮への取組み
・港湾法 占有手続の緩和
・自然公園法 地熱の採掘範囲

拡大

○再生可能エネルギー関係閣僚
会議を通じて更に規制の見直し、
制度整備等を推進

高コスト構造と
低い国際競争力

４.関連産業の競争力強化とコスト低減

（改正ＦＩＴ法 H29.4.1施行）

転換

○稼げるビジネスモデルへの転換
機器単体ではなく、オペレーション・メンテナンスの総合サービス化

○次世代技術の開発
太陽光 2030年 7円/kWh（←2014年 21円/kWh）

○新しいマーケットの創出
自家消費モデル（ZEHなど）、洋上風力等
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４－６．「再エネの最大限導入」と「国民負担の抑制」の両立に向けて



再生可能エネルギー

水電解

エネルギーキャリア

不安定電力
（余剰電力）

発電（再エネ） 水素製造 変換・貯蔵・輸送 利用

水素ステーショ
ン

燃料電池
コジェネ

発電所（水
素タービン）

有機ケミカルハイドライド
液体水素等

化学工場等

電力グリッド

安定電力
（系統受入可能分）

水素

 水素は、電力を大量かつ長期に貯蔵することができ、時間的・空間的なシフトが可能。

 再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、将来的に系統容量の不足などの問題が生じるおそれが
あることから、再生可能エネルギーからの電力を水素に転換し利用するシステム（Power to 
Gas：P2G）を開発・実証し、不安定な電力の吸収や電力系統の調整力として応用すること
で、系統負荷の軽減と水素の最大限の活用を図る。

４－７．再エネの普及拡大における水素の可能性
～Power to Gas～
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【参考】Power to Gas活用例

 太陽光や風力等は季節によってもその賦存量が異なることから、年間を通じて一定割合の再生可
能エネルギーを安定して利用することは困難が伴う場合がある。

 この問題に対し、水素の貯蔵特性（長期間・大容量の貯蔵が可能）に着目し、水素吸蔵合金
を用いて自然変動電源出力の季節変動を吸収する取組が進められている。

[出典] 「風力発電の連係可能量の算定プロセス」（東北電力, 2011）

再エネ水素により年間を通じてホテルの電力を供給 水素による太陽光出力の季節変動の吸収
（ハウステンボス「変なホテル」）

[出典] 東芝
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１．水素・燃料電池戦略ロードマップ

２．「水素」の特徴

３．水素の活用方法
①定置用燃料電池
②モビリティ
③水素発電・水素サプライチェーン

４．再エネの導入拡大と水素の活用

５．スマートコミュニティと水素

６．福島再エネ社会構想
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５－１．徹底した省エネルギー対策

 省エネルギー対策を徹底して進めた後のエネルギー需要の見通しは、最終エネルギー消費 326百万kL程度
（対策前比▲13%）。

 これらの対策の積み上げにより、石油危機後並みの大幅なエネルギー効率改善を実現。

60

70

80

90

100

110

0 5 10 15 20

1970-1990

1990-2010

2012-2030

３５％改善

＜エネルギー効率の改善＞

（年）
２０３０年度

（省エネ対策後）
２０１３年度
（実績）

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費

熱
ガソリン
都市ガ

ス
等

７５％

電力
２５％

３６１百万ｋｌ

徹底した省エネ
5,030万kl程度

（対策前比▲13%程度）

電力
２８％
程度

熱
ガソリン
都市ガ
ス等

７２％
程度

経済成長
1.7％／年

３２６百万ｋｌ程度

＜エネルギー需要＞
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（原油換算百万kL）

（年度）

産業部門

家庭部門

運輸部門

(兆円、2005年価格）

業務部門

23%

14%

18%

45%

16%

9%

9%

66%

【出典】総合エネルギー統計、国民経済計算年報、EDMCエネルギー・経済統計要覧。

 オイルショック後から比べると、実質ＧＤＰが２．４倍に増加する中で、最終エネルギー消費の増加
は１．２倍に留まっている。

実質GDP
1973→2014

2.4倍
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最終エネルギー消費量

全体
1973→2014

1.2倍

運輸
1973→2014

1.7倍

家庭
1973→2014

2.0倍

業務
1973→2014

2.4倍

産業
1973→2014

0.8倍

５－２．我が国の最終エネルギー消費の推移
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５－３．福島県における最終エネルギー消費の推移

最終エネルギー消費量

全体
1990→2013

1.09倍

運輸
1990→2013

1.62倍

家庭
1990→2013

1.2倍

業務
1990→2013

1.76倍

産業
1990→2013

0.7倍

（原油換算百万KL）

（年度）注）運輸部門は乗用車のみ、2013年度は推計値
【出典】都道府県別エネルギー消費統計

産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門



５－４．熱利用の現状（部門別エネルギー消費）

 我が国の「最終エネルギー消費量」のうち約４割は熱利用（※）。したがって、熱エネルギーを効
率的に利用したり、再生可能エネルギー熱の利用促進を図ることは、化石燃料使用量の削減を
通じたエネルギー安全保障の強化、温暖化排出ガスの削減等の観点から重要。

暖房

27%

冷房

3%

給湯

27%

厨房

8%

動力他

35%

家庭部門用途別エネルギー消費量

暖房

16%

冷房

13%

給湯

13%

厨房

9%

動力他

49%

業務部門用途別エネルギー消費量

電力

18%

熱

56%

非エネル

ギー（原

料）

26%

産業部門用途別エネルギー消費量

家庭部門の
エネルギー消費量

約2,200PJ

業務部門の
エネルギー消費量

約2,800PJ

出典：（財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2013」,資源エネルギー庁「総合エネルギー統計2010年度確報」をもとに作成

産業部門の
エネルギー消費量

約6,600PJ

用途別エネルギー消費量

※熱利用には例えば冷暖房など電気由来のものを含む。

＜家庭部門：65%＞ ＜業務部門：50%＞ ＜産業部門：56%＞
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５－５．地産地消型エネルギーシステムの意義

 省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの普及拡大につなげる取組として、「地産地消型エネ
ルギーシステム」が注目を集めている。地産地消型エネルギーシステムの構築は、地域の活性化に
も貢献。

 特に、地産地消型エネルギーシステムの中核は、地域における“熱”の有効活用とディマンドコント
ロール。

① 再生可能熱を有効活用するケース（バイオマス熱、地中熱、下水熱 等）

② 再エネ以外の未利用エネルギーを有効活用するケース（工場排熱 等）

③ 熱需要が比較的大きい複数の需要家群においてコージェネの特性を活かすケース

• 熱固有の特性

熱エネルギーは遠隔地への供給が困難であるため、地消する必要。そのためには、熱を最大限利
用できる一定範囲の地域に存在する需要家群をつなぐ必要。

地産地消の具体的なケース

• ディマンドコントロール

地域のエネルギー源（主に熱）を個々の需要家にとどまらず、“顔の見える”関係で、エネルギーを

複数の需要家群で融通。
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５－６．スマートコミュニティとは

 「スマートコミュニティ」とは、

①コミュニティ単位で、 ②分散型エネルギーを最大限活用するべく、

③エネルギーマネジメントシステム（EMS）を通じ、

④エネルギーの供給と需要を総合的に管理・最適化するとともに、

⑤高齢者の見守りなど他の生活支援サービスも取り込んだ、「新たな社会システム」をいう。

①エネルギー供給の効率化
ディマンドリスポンス等

②平常時の省エネルギー
創エネ・蓄エネ・省エネ機器等を

最適運転。

③非常時のエネルギー供給の
確保

分散型電源によって、コミュニティ内での
エネルギー供給が可能。

④系統安定化などへの貢献
地域において再エネの変動吸収や需
給の調整を担うことで、系統負荷の軽

減などに貢献。

GEGE

蓄エネ機器
省エネ機器

創エネ機器

ＢＥＭＳ

ＣＥＭＳ

ＨＥＭＳ

需要家サイドに導入された
創エネ機器を有効に活用

需要を効率的に制御

＜再エネ導入拡大への貢献＞＜省エネへの貢献＞

＜BCPへの貢献＞

⑤見守りサービスなどの展開
エネルギーに関するデータを活用した
新たなビジネス（見守りサービス、交
通系サービス）の展開につながる可

能性。

＜エネルギー外ビジネスの可能性＞

エネルギー
マネジメント
システム（EMS）

スマコミの構成要素と期待される意義
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５－７．スマコミ四地域実証の概要

北九州市
地方中核都市型

新日鐵住金の特定供給エリアで実証。コジェネを
ベースロード電源と見立て、需要家180戸において、
需給状況に応じて電力料金を変動させるダイナミッ
クプライシングの実証を実施。（富士電機・新日鐵
住金）

戸別住宅型

創エネ、蓄エネ機器を導入した67戸の新築住宅
を中心とし、地産地消を行う実証を実施。また、
暮らしの中における次世代自動車を含む次世代
交通システムを実証。（トヨタ自動車・中部電
力）

豊田市

けいはんな学研都市

住宅団地型

住宅約700戸等を対象とし、系統の状況に応じて
需要サイドで追従を行う実証を実施。また、家庭部
門のより一層の省エネに向けた電力会社による省エ
ネコンサルを実施。（関西電力・三菱電機・三菱重
工）

横浜市

広域大都市型

住宅約4000戸、大規模ビル等約１０棟を対象とした
大規模な実証。また、大型蓄電池等を統合的に管理
することで、仮想的に大規模発電所と見立てる実証を
実施。（東芝・東京電力）

 平成23年度から平成26年度まで、様々なパターンの代表例を構成する全国４つの地域（横浜
市、豊田市、けいはんな市、北九州市）で、大規模なスマートコミュニティ実証事業を展開。

＜主な成果＞
①基盤技術（エネマネシステム等）の確立、 ②ディマンドリスポンスの効果検証、
③エネルギーの効率的利用モデルの開発



５－８．北九州水素タウン

 北九州市水素タウンは、工場で製造した水素をパイプラインで市街地に供給し、一般家庭・商業
施設・公共施設のエネルギー（純水素型燃料電池）として本格的に利用する取組み。コミュニ
ティレベルでの実証は世界初。

パイプライン

ホームセンター
1kW 燃料電池 1台

商用水素ステーション

エコハウス
1kW 燃料電池 1台

いのちのたび博物館
100kW 燃料電池 1台

水素燃料電池実証住宅
1kW 燃料電池 7台
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地域節電所 東田の愛香苑

（Power to Gas）
環境ミュージアム
（北九州市の環境の歴史＋水素関連展示施設）

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwizmoSSi7POAhVGspQKHfPADBIQjRwIBw&url=http://www.noe.jx-group.co.jp/newsrelease/2015/20151210_01_01_1040054.html&psig=AFQjCNE3AQ71Xz5Em1Q3cDXCHtr7DwXUkg&ust=1470789268529975
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwizmoSSi7POAhVGspQKHfPADBIQjRwIBw&url=http://www.noe.jx-group.co.jp/newsrelease/2015/20151210_01_01_1040054.html&psig=AFQjCNE3AQ71Xz5Em1Q3cDXCHtr7DwXUkg&ust=1470789268529975
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi_xIm4i7POAhWDGpQKHawbBDoQjRwIBw&url=http://eco-museum.com/greenaction00.html&psig=AFQjCNF08D1W0W6_WMYx3UNIRawgZ3u_gA&ust=1470789315034585
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi_xIm4i7POAhWDGpQKHawbBDoQjRwIBw&url=http://eco-museum.com/greenaction00.html&psig=AFQjCNF08D1W0W6_WMYx3UNIRawgZ3u_gA&ust=1470789315034585


５－９．事例① ： 再生可能熱を有効活用するケース

【栃木県下都賀郡】

 地中熱や冷房排熱を活用し、２つの建物間で熱を循環させ、空調や給湯に活用する。

 省エネ効果約28％を目指す。

【大阪府堺市】

 地域の未利用資源である下水処理再生水を商業施設の給湯・空調等に熱利用。

 市民ファンド型の太陽光発電事業や地下水を活用した憩いの空間づくり。

［出典］ 関西電力資料

堺市の例

［出典］杏林製薬資料より作成

下都賀郡の例

位置図

56



５－１０．事例② ： 未利用エネルギーを有効活用するケース

【長崎県島原市】

 工場の未利用熱である工場排水（約60℃）を温泉給湯所に供給し、温泉を加温する。

 省エネ効果約45％、エネルギーコスト約58％削減を目指す。

［出典］島原市資料より作成

島原市の例

［出典］島原市資料より作成 57



５－１１．事例③ ： コージェネの特性を活かすケース

【宮城県大衡村】

 工業団地内の需要側と供給側が一体となった事業体「Ｆ－グリッドＬＬＰ」を組織。

 コージェネレーション等により作った電気・熱をエネルギーマネジメント（見える化・負荷平準化）を
通じて、工業団地内の需要家へ効率的に融通する。

 非常時はＦ－グリッドで発電した電力を防災拠点に回す等、周辺地域との連携を図る。

［出典］ トヨタ自動車資料

運営組織事業イメージ

トヨタ自動車東日本
（自動車工場）

サプライヤー各社

すかいらーく工場

ガスエンジンコージェネ
レーション

大衡村役場/
地域防災拠点

太陽光発電

リユース蓄電池

Ｆ－グリッドＬＬＰ

電力

ベジ・ドリーム栗原（植物工場）

電力

熱
（蒸気・温水）

電力

熱
（温水）

電力

東北電力

熱導管

非常時

自営線

▽F-グリッド宮城・大衡有限責任事業組合(LLP)
▽13年4月よりオペレーション開始
▽代表：トヨタ 出資金：948百万円

F-グリッドLLP

工業団地企業への電力／熱供給

エネルギーマネジメント（見える化・

省エネ等）の実施主体

トヨタ自動車

豊田通商

トヨタ自動車

東日本

トヨタ関連会社

工業団地内事業者

統括

事業協力

電力利用／見える化・省エネサービス利用

東北電力

仙台市ガス局

地域エネルギー事業者

電力供給

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ

ガス供給

ト
ヨ
タ
紡
織
東
北

ト
ヨ
タ
輸
送

ベ
ジ
・
ド
リ
ー
ム
栗
原

中
央
精
機
東
北

ビ
ュ
ー
テ
ッ
ク

す
か
い
ら
ー
く ※
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５－１２．東松島市スマート防災エコタウン

 宮城県東松島市と積水ハウス株式会社は、災害公営住宅と周辺の病院等を自営線で結んでマ
イクログリッドを構築し、敷地を越えてFITによらない地産地消のスマートタウンを実現。

 太陽光発電と蓄電池及び非常用発電機を自営線上で組み合わせることにより、停電時において
も最低3日間は病院や集会所などの災害活動の拠点活動施設へ通常通りの電力供給を維持
し、地域の災害対応力と防災力の向上に寄与。

 東松島新電力を設立、電力供給事業を行い、運用利益を地域に還元。地域活性化も行う。

資料 東松島市・積水ハウス株式会社

調整池太陽
光発電 出力
402.5kW

大型蓄電池
容量

480kWh

非常用ﾊﾞｲｵ
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機
出力500kVA

災害公営住宅
85戸

大型蓄電池

※協力：事業家支援：スマートシティ企画株式会社、システム設計・施工：株式会社きんでん
電力小売運営事業者：HOPE（一般社団法人「東松島みらいとし機構」）

受変電設備及び非常用発電機

CEMS

調整池PV400kW

バイオディーゼル
非常用発電機
（500kVA）

大型蓄電池
（480kWh）

既存電力網

戸建70戸
集会場
PV9.1kW
（防災拠点）

集合住宅
15戸

PV49.9kW

HOSPITAL

HOSPITAL

自営線PPS

病院×４ 公共施設

防災エコホスピタル地区

地域低炭素発電所
（メガソーラー）

地域低炭素発電所
（ごみ焼却所等）
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５－１３．スマコミにおける水素の活用可能性① ～燃料電池による電気・熱供給～

 定置用燃料電池から発生した電気と熱を地域で有効に活用することにより、効率的なエネルギー
システムの構築に貢献できる可能性がある。

定置用燃料電池を活用した地産地消型のエネルギーシステムのイメージ

製造 定置用燃料電池 利用

工場での副生水素

再生可能エネルギー
由来の水素

水素を定置用燃料電池
に供給

熱

電気

水素

住居での電気・熱の利用

熱需要の大きい施設（ビニール
ハウス・病院・食品工場等）での

電気・熱の利用
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５－１４．スマコミにおける水素の活用可能性② ～モビリティにおける活用～

 地域で生み出された水素を、燃料電池自動車に供給し、地域の輸送手段の動力源として活用
できる可能性がある。

燃料電池自動車を活用した地産地消型のエネルギーシステムのイメージ

製造 燃料電池自動車 利用

工場での副生水素

再生可能エネルギー
由来の水素

水素ステーションから燃料電
池自動車に水素を供給

水素 住居

病院商業施設

水素ステーション

燃料電池自動車

燃料電池自動車を域内の
移動手段として活用



分散型の定置用燃料電池や
燃料電池車からの給電（V2X）

によりエネルギーを確保
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５－１５．スマコミにおける水素の活用可能性③ ～BCPにおける活用～

 定置用燃料電池や燃料電池自動車は、貯蔵している水素により、災害時の電気・熱の確保に
貢献する可能性がある。

水素と燃料電池を活用したBCPの確保のイメージ

防災拠点や操業停止により
著しく損害を被る工場等

 水素貯蔵と一体型の燃料電池や外部給電機能を備えた燃料電池自動車により、災害時にも電気・熱を確保する
ことが可能

災害の発生
エネルギー供給支障
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５－１６．スマコミにおける水素の活用可能性 ～将来的な水素スマコミのイメージ～

 系統に流すことができない再生可能エネルギーから水素を生成する地産地消型エネルギーシステム
の実現により、再エネの導入や省エネが一層進むことが期待される。また、災害時の自立型エネル
ギー供給としても期待される。

水素
ステーション

水素配管

商業施設

医療施設

廃棄物
処理施設

ＦＣバス

燃料電池

コンビニ

水素配管

副生水素

戸建住戸群

家庭用
燃料電池

集合
住宅

地域の再生可能
エネルギーを

水素製造に利用

地域の移動手段
（コミュニティバス
やタクシー等）に

水素利用

生産過程で発生
した副生水素利用

水素による
BCP・LCP

系統連系制約により
系統に接続できない
可能性のある再生

可能エネルギーを利用

街区の廃棄物や
下水汚泥からの
バイオガス生成

燃料電池自動車
からの給電
（VtoX）

熱

電気

水素

FCフォークリフト

風力発電太陽光発電

水素
貯蔵設備 水電解装置

蓄熱槽

水素製造・貯蔵

大規模再生
可能エネルギー

バイオ
ガス

水素製造
・貯蔵

燃料電池

燃料電池

植物工場

工場

ビニールハウス

電気、熱の
農業利用

水素活用型スマートコミュニティの将来イメージ



１．水素・燃料電池戦略ロードマップ

２．「水素」の特徴

３．水素の活用方法
①定置用燃料電池
②モビリティ
③水素発電・水素サプライチェーン

４．再エネの導入拡大と水素の活用

５．スマートコミュニティと水素

６．福島再エネ社会構想



福島12市町村将来像実現ロードマップ2020
（福島12市町村将来像提言フォローアップ会議取りまとめ）（H28 5/28）

福島新エネ社会構想
（福島新エネ社会構想実現会議）（H28 6/16）

連携
強化

福島相双復興官民合同チーム
（H27 8/24発足）

拠点を核とした産業集積
・周辺環境整備

（拠点を核とした産業集積及び周辺環境整備の
課題に係る検討会 議論の整理）

（H28 5/25）

(1)産業・生業の再生・創出
 新産業の創出と事業・生業の再建
 基幹産業である農林水産業の再生

イノベーション・コースト構想の新エネ分野を加速化、
その成果も活用しつつ、福島全県を未来の新エネ社会
を先取りするモデル創出拠点へ
 再エネの導入拡大
 水素社会実現のモデル構築
 スマートコミュニティの構築

企業立地促進プロジェクト
（H27 3/7～）

福島イノベーション・コースト構想
（H26 6/23取りまとめ、7/13第7回推進会議）

 被災地への住民帰還の促進と雇用の場の確保
へ向けて、経産省所管団体等へ復興状況、立
地環境、立地支援策等を紹介。

 事業・生業の再建等へ向け、被災事業者を個
別に訪問し、事業者の置かれた状況に寄り添っ
た支援を実施

ロボット

スマート・
エコパーク

国際産学官
連携拠点

エネルギー
関連産業

農林水産
分野

国際的な
廃炉研究

〔個別事業者へのきめ細かな対応〕 〔産業基盤等再構築へ向けた広域的対応〕

６－１．福島復興関連の各構想等の関係

 地域経済の復興へ向けて、新技術や新産業の創出等が必
要。新産業の一端を明示し、地域の企業や住民が一体となっ
た「新生・浜通り」を検討。
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○CO2フリー水素タウンのモデル創出
○全県大への展開（ＦＳ調査の実施）

・復興とも連携したスマートコミュニティ形成にも資する先行事例集の作成

・県内におけるFS調査の支援

イノベーション・コースト構想
エネルギー関連産業プロジェクト

再エネの導入拡大
○産総研福島再エネ研究所
・我が国唯一の再エネ研究に特化した公的研究所(2014年4月開

設、郡山市)
・スマートシステム研究棟の活用推進、国際認証制度の検討

○福島浮体式洋上風力
・復興のシンボル及び世界初の本格的な事業化を目指す(2015年

に7MWを設置・稼動)
・2016年中に5MW（３基目）を設置、発電システムの本格的な

実証実験をスタート

○再生可能エネルギー導入支援補助金
・他の地域にはない、固定価格買取制度に加えて設備導入を支援する

補助金を福島県向けに措置（2014年度補正予算額:92億円）

○系統用大型蓄電池実証
・東北電力南相馬変電所に再エネ受入れ可能量拡大のための実

証。5万kWを避難解除区域等の発電事業に優先割当(2016年
2月稼動)

水素社会実現のモデル構築

○水素キャリア（MCH）に関する基盤技術研究
・産総研福島再エネ研究所でトルエン ⇔ MCHのキャリア変換技術開
発、MCHから水素を取り出し、安定的に燃焼するエンジンの開発
（2014年～）

スマートコミュニティの構築

○復興まちづくりのためのスマートコミュニティ形成プロ
ジェクトの実施

・会津若松市におけるCEMSを中心とした実証（2014年10月～）
・新地町、相馬市、浪江町、楢葉町でFSを開始(2015年12月～)

再エネの導入拡大～更なる導入拡大に向けた送電網の増強等～

○阿武隈、双葉エリアの風力発電のための送電線増強
・電力会社、発電事業者等による送電線整備、管理等を行う事業体の設立
・関係省庁等によるルート検討、土地利用等に関する検討会の立ち上げ

水素社会実現のモデル構築
～再エネから水素を「作り」「貯め・運び」「使う」一気通貫モデルを創出～

○再エネによる大規模水素製造（世界最大１万ｋＷ級）
・今年度中に実証の具体的な実施方策について検討会を立ち上げ、2020
年までに運転を開始

○次世代の水素輸送・貯蔵技術の実証（東京2020オリパ
ラ競技大会期間中の活用）

・福島産水素について東京2020オリパラ競技大会期間中の活用を検討

○水素利用の拡大
・福島県における水素ステーション整備の支援、FCV、FCバス及びFCフォー
クリフトの導入推進

スマートコミュニティの構築
～再エネ・水素活用による復興まちづくりを後押し～

取組加速化

成果活用

○各省予算プロジェクトの福島での集中実施
・県内でのプロジェクト創出、補助事業等の優先的に実施する措置を検討

○福島発の技術、モデルの国内外への発信
・在京外交団等の視察ツアー、国際会議等の開催誘致

新たな
取組
の展開

福島全県を未来の新エネ社会を先取りするモデル拠点

６－２．福島新エネ社会構想 骨子概要
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■阿武隈山地や沿岸部における大
規模風力発電の整備と送電線の整
備

阿武隈山地・福島沿岸部風力発電
構想

■東北電力の再生可能エネル
ギー受入れ可能量拡大のための
大型蓄電池実証

東北電力南相馬変電所蓄電池
実証

■世界初の本格的な事業化を目指
す、浮体式の洋上風力発電実証事
業

東京電力福島
第一原子力発電所

２０Ｋｍ

福島浮体式洋上風力発電
産総研福島再生可能エネルギー研
究所

■再生可能エネルギーに特化した日
本唯一の研究所。再エネ・水素関
連技術の開発に地元企業等と連携
して取り組む。

■地域のエネルギーを蓄電池、水素
などを活用し地域で賢く使う「エネル
ギーの地産地消」コミュニティの構築

■東京電力による福島の再生可
能エネルギー受入れのため変電
所を改修・増強

東京電力新福島変電所の改修・
増強

スマートコミュニティの構築

 復興の柱の一つとして、福島県の「再生可能エネルギー先駆けの地」実現を目指し、 最先端の研究
開発、再生可能エネルギー導入などを支援
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６－３．【参考】福島における主な新エネルギー関連プロジェクト


